全国統一行動の前進にむけたメッセージ

　全国の組合員の皆さん、2016春闘3.18自治労全国統一行動に結集し、全力でたたかいを進めていただいていることに敬意を表するとともに、自治労中央闘争委員会を代表して、たたかう決意を申し上げます。

2016春闘は最初のヤマ場を迎えています。先行する民間大手では、3月16日の集中回答日にあわせ、厳しい環境の下で交渉が行われた結果、3年連続のベースアップ回答を相次いで引き出しました。大幅な賃上げが実現した過去2年間の実績に比べると厳しい内容となりましたが、一方で、非正規従業員の賃金改善や、ワーク・ライフ・バランスの実現のため時短や公休の拡大が図られるなどの成果も出ています。
労働者の生活改善のためには継続した賃上げが必要です。今春闘で連合は、中小や非正規の処遇改善の取り組みを強化してきており、先行組合の結果を、未組織を含めたすべての働く者の賃金引き上げに確実に波及させることが必要です。連合は、交渉中の組合は3月中の決着にむけ全力を尽くすとしており、地方連合会に結集し、民間職場の仲間とともに官民一体となって働く者全体の「底上げ・底支え」「格差是正」の実現に取り組まなければなりません。

自治労は、第150回中央委員会で2016春闘方針を確認し、①公務員賃金の改善と改正地方公務員法に対する取り組み、②地方財政の確立と公契約条例制定にむけた取り組み、③格差是正と公正なワークルールを確立する取り組みの3つを重点課題と位置づけ、越年となった確定闘争に引き続き春闘期の交渉を進めてきました。また、臨時・非常勤等職員など非正規の処遇改善、公共サービスの質の向上や公正労働基準の確保による公正取引の実現も重要です。賃上げをはじめとする要求基準の実現にむけ、人勧期そして今秋の確定期まで取り組みを継続させなければなりません。
加えて、改正地公法の施行に伴い、2016年4月から人事評価制度の導入が地方自治体に義務付けられることから、一方的な導入とさせないよう労使交渉を進め、合意に基づく対応が何よりも重要です。
　自治労2016春闘では、加盟する全単組の3．18統一行動への結集を提起し、これを背景として各単組は全力で交渉を進めてきました。引き続き、公務員連絡会・公務労協地公部会に結集し、3月24日の人事院総裁交渉、国家公務員制度担当大臣交渉、3月25日の総務大臣交渉で春季段階における誠意ある最終回答を引き出します。
連合に結集する我々の力で、すべての労働者の処遇改善の取り組みが大きな実を結ぶよう、また、安心して働くことのできる社会が実現できるよう、最後までたたかう決意を明らかにし、連帯のメッセージといたします。
ともにたたかいましょう。
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